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会員の皆様へ

時折、冷たい風が吹くこの頃ですが、皆様お元気で新年度をお迎えのこと
とお慶び申し上げます。
桜前線は順調に北上しているようですが、北の地方でお待ちになっておら

れるかたがたは今しばらくお待ちください。
２１年度が始まりました。
去る３月２７日国会で予算が成立し、新年度予算の執行が４月１日からス

タートしておりますが、昨年秋から始まった世界的不況の対策を継続・強化
し、早く、明るい光明を見出したいというお気持ちは皆様の一致した思いで
ありましょう。
当面は２０年度補正予算、２１年度予算執行の前倒しで発注を行い、乾い

た砂漠にみずを注入するがごとく、地域に活力を出して頂けるよう努力した
いと思っております。また、追加経済対策を今月中旬にまとめることとなっ
ており砂防としては「里山砂防」や「災害時要援護者関連施設を保全する事
業」を重点に実施していきたいと思っております。
「里山砂防」は、人口減で益々過疎化が進行している地域でこのタイミン

グで土砂災害が発生し被害を受けるようなことになると二度と地域は立ち直
れないという認識を持ち、山腹工事を含めた人手の居る作業であり、昨今の
不況で職を失った方々の雇用対策としても有効な事業として実施していきた
いと思っております。会員の皆様方のお知恵とコーディネーター力を発揮し
て頂いてご活用いただきたいと存知ます。この対策は一過性の対応ではな
く、数年かけて過疎化した地域の総合的な再生に砂防事業をうまく使って取
り組んで頂きたいと思っております。

近々、都道府県のかたと東京及び各ブロックで話し合いを予定していま
す。また各会員の方々は上京の際には砂防部部のどこでも結構ですので、ぜ
ひお立ち寄りいただき、アイディアやお考えをお聞かせ頂ければ幸いです

融雪期を迎えています。この春を過ぎれば、まもなく梅雨期にはいりま
す。昔から、土砂災害に悩まされてきた地域では、現在長野県下に１２０年
にわたり残る「砂防惣代」が存続され、災害の早期発見や事業の推進に生か
されていかされています。砂防の原点とも言える制度であり土砂災害の頻発
が懸念されている昨今大事にしたいものです。

砂防部長 中野泰雄

☆国土交通省砂防部ホームページはこちら
⇒ http://www.mlit.go.jp/river/sabo/index.html



国土交通省砂防部組織概要
H21.4.1現在

中野 砂防部長 (36001)

牧野 砂防計画課長 (36101)
渡 砂防計画調整官(36102)
佐藤（一） 火山・土石流対策官(36103)
大島 企画専門官［事務総括］(36122)
國友 企画専門官［企画］(36132)

菊池総務係長(36123) 森事務官
＜総務 等＞
本田予算係長(36124) 水谷事務官 齋藤事務官
＜予算 等＞
鈴木企画係長(36133) 藤坂技官
＜企画、新規・重点施策、砂防基本計画 等＞

五十嵐課長補佐 藤村計画係長(36143) 松本技官
[計画](36142) ＜中長期計画、技術基準、土砂災害防止法 等＞

中村課長補佐(36152) 阿部総合土砂災害対策係長(36153)
[総合土砂災害対策] ＜総合土砂災害、警戒避難、広報 等＞

井上火山・地震対策係長（36154）
＜火山対策、地震関係 等＞

糸氏砂防情報係長（36155）
＜砂防情報システム整備、国際関係 等＞

久津摩砂防管理室長 村山課長補佐 中山管理係長(36163)
(36161) (36162) ＜砂防指定地・

地すべり防止区域の指定 等＞
近藤法規係長(36164)
＜法令、訟務 等＞

宮下調整係長(36165)
＜広報・企画調整 等＞

南 保全課長 (36201)
栗原 保全調整官(36202)
藤兼 総合土砂企画官(36203) 川邊総合土砂管理係長(36215)
佐藤企画専門官[技術開発、直轄砂防] ＜総合的な土砂の管理＞

(36222)
鈴木課長補佐[総務] 佐野総務係長(36213) 山﨑事務官(36214)

(36212) ＜総務 等＞
石井砂防事業調整係長(36223) 片渕技官

＜直轄砂防工事（災害関連、災害復旧含む。）、技術開発等＞
吉柳課長補佐(36232) 大塚砂防技術係長(36233) 飯塚研修員

[補助砂防] ＜補助砂防工事（災害関連含む。）等＞
判田課長補佐(36242) 川﨑地すべり係長(36244)

[地すべり、急傾斜] ＜地すべり工事
（災害関連、災害復旧（直轄地すべり含む。）等＞

長谷川急傾斜係長(36243)
＜急傾斜工事、雪崩工事（災害関連含む。）等＞

海岸室 ※（ ）は内線番号

〒１００－８９１８ 東京都千代田区霞が関２丁目１番３号
℡ ０３－５２５３－８１１１（代表）



総合土砂企画官 課長補佐（総務） 保全課長 保全調整官 火山・土石流対策官 課長補佐 課長補佐 企画専門官 砂防計画課長

　

36-203 36-212 36-201 36-202 36-103 36-152 36-142 36-132

36-101 砂防部長

直通 03-5253-8469(総務係） 直通 03-5253-8468(総合土砂災害対策係)

総務係長 企画専門官 総合土砂災害対策係長 火山・地震対策係長砂防情報係長 計画係長 企画係長 砂防計画

調整官 36-001

36-153 36-154 36-155 36-143 36-133

36-215 36-213 36-223 予算係員 予算係員 予算係長 計画係員 企画係員 企画調整係長

総務係員 36-222

直通

36-124 36-124 36-124 36-143 36-133 36-133

課長補佐 直通 03-5253-8467(企画係) 企画専門官

←海岸室 36-214 36-223 （総務）

砂防計画課付 直通 03-5253-8466(総務係)
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「里山砂防」のイメージ

流木等の発生源対策
（渓流等の土砂・流木発生の抑制）
＊渓流沿いの樹木管理
＊路網（工事用・管理用道路）の整備 など

地区一帯での斜面整備
（山腹斜面等からの土砂・流木発生の抑制）
＊山腹工
＊山腹保育工（間伐、野生動物の食害対策）
＊路網の整備 など

中山間地集落内の整備
＊集落内の渓流保全工
＊耕作放棄地での遊砂地工
＊これに伴う住宅の移転等
＊担い手としての集落 など

＊中山間地の後継者不足
＊間伐などの手入れ不足
＊間伐後の放置木
＊シカなどの野生動物食害

→ 山地の荒廃
（土砂流出の増加、流木災害）

●土砂災害の防止
●中山間地のｺﾐｭﾆﾃｨｰ・地場産業
●地球温暖化対策への寄与

＊山腹工、山腹保育工の積極実施
（＋間伐を含む、多様な整備）
＊市町村・住民など、“地域”の参加



渓流における局地的豪雨に対する警戒避難対策に関する提言
提言の概要

具体的な対策
○「全ての渓流を対象に渓流利用者の危険回避対策」

①土砂災害防止教育等により危機回避能力の向上
②フラッシュフラッド等の危険性の高い渓流の周知
③気象情報提供の推進

○「人の利用を前提とした砂防設備における渓流利用者の危険回避対策」
①利用者への安全教育の徹底
②共助による避難の呼びかけ
③安全確保のための情報提供の強化
④安全利用点検および安全対策に資する施設等の整備

対策の基本方針
近年、局地的豪雨が多発しており、今後も各地でフラッシュフラッド等

（鉄砲水や土石流）が発生する可能性があることを渓流内の利用者、
行政等のあらゆる関係者が認識し、対策を進める必要がある。対策は、
人の利用を前提とした砂防設備における対策を中心に、自助、共助、
公助の視点から推進する。

対象とする現象：渓流において局地的豪雨によって発生するフラッ
シュフラッド等を対象とする

1

土石流
（※狭義の土石流）

土砂流
（掃流状集合流動）

低濃度の
突発的な流れ

鉄
砲
水

（フ
ラ
ッ
シ
ュ
フ
ラ
ッ
ド）

洪水

土
砂
濃
度

継続時間

ピークに至る時間短 長

短 長

高

低

土石流

鉄砲水

洪水

フラッシュフラッド等

フラッシュフラッド（新潟県魚野川支川水無川）

フラッシュフラッド等の位置付け

個々の設備を評価（953設備を対象）
流域概況、河道概況、安全管理等の状況等を調査し、外力特性、現

状の利用安全度を定量的に評価（土木研究所、砂防計画課）

当面の検討事項

報告書・検討資料等 http://www.mlit.go.jp/river/sabo/keiryu.htm



・複数の通信設備の組合せに関するマニュアル整備等

大規模な河道閉塞（天然ダム）の危機管理のあり方について（提言）

提言の概要
（１）基本スタンス

○国土交通省の役割が重要（地方公共団体より経験を積む機会が多く必要な技術力・専門性・組織力を有するため）
○直轄事業区域外であっても、国土交通省が主体的かつ中心となって役割を果たすべき
○平時からの準備が重要（訓練・研修・教育などを通じた人的資源開発、資機材の開発・保有、マニュアル策定 など）

（２）検討事項ごとの提言

①体制・人的資源

②天然ダムの調査

③天然ダムの監視、情報通信

④警戒・避難体制

⑤対策工事

⑥平時からの準備

・派遣される技術者の訓練制度、支援体制の構築
・予算等の措置、事務所の管轄区域のあり方など検討

・マニュアルの策定・改訂(各種マニュアル・危機管理計画の策定)

・ヘリコプターなど調査手段の確保
・調査能力の向上(動画解析、無人航空機、手持型レーザー測距計など)

・初動段階、応急段階に応じた迅速な危険度評価

・新たな通信技術や電源確保、IP化にかかる検討

・天然ダムに適応した監視機器の改良・普及の推進
・非接触型の振動センサー等の併用
・センサーの設置方法等の仕様やマニュアルの策定

・平常時からの流域の基礎情報の共有化
・危険箇所の調査（深層崩壊の調査、箇所の明示）
・警戒・避難にかかる連携・訓練の実施
・広報の検証・分析と改善

・基本的考え方の整理（対策の必要性、工法の選定、施工方法 等）

・工期の短縮にかかる改善の実施
・上下流一体的な対策・斜面対策も含めた対策の実施
・既設砂防設備の活用(堆砂状況の事前把握、施設整備の促進)

・有効な排水対策の実施(多様な手段、補助工法としてのポンプ)

・交通途絶地における対策(早期解消、空輸の迅速化・円滑化)

・無人化施工(機材、オペレーター、機械施工の専門家の確保、育成)

・工事中の安全管理(請負者への支援(講習会、センサー二重化))

・その他(特殊な建設機械類などの開発・保有)

・砂防指定地等及び施設整備の促進
・専門家の更なる技術の向上等
・災害対応時の適切・迅速な意思決定のための準備

報告書・検討資料等 http://www.mlit.go.jp/river/sabo/kadouheisoku.html



基本スタンス
○国土交通省の役割が重要
○国土交通省が主体的かつ中心となるべき
○平時からの準備が重要
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教材ビデオ

都道府県

国土交通省

関係機関
市町村

地域住民

教育ビデオの
作成・活用

大
規
模
な
河
道
閉
塞
（天
然
ダ
ム
）

を
想
定
し
た
各
種
訓
練
の
実
施

連携強化
各種
訓練
の
実施

砂防ボランティア

防災
教育
の
強化

振動センサー
の設置

地方整備局
事務所等

衛星通信設備

通信衛星

現地
集合場

所

中継所
直轄管理用無線

直轄管理用無線

マイクロ回線
衛星携帯電話

通信衛星

トランシーバ 迅速かつ的確
な設備の投入

発災現場の状況に応
じた、設備の組合わせ
による通信の確保

衛星携帯電話

水位情報

水位
情報

小型中継器等を経
由した自律的な

データ収集

アドホック通信
簡易中継

河床勾配、下流側の
法勾配に応じ複数
ケースの検討を実施 調査等

監視・情報通信

工事

警戒・避
難体制

その他

動画解析技術

無人航空機(UAV) 手持型レーザー測距計

早見判定図の作成

国総研への支援体制の確立

調査に関するマニュアルの作成

大容量排水技術(サイホン)の検討工事に関するマ
ニュアルの作成

無人化施工機械の操作技能に関する認定制度

通常工事における訓練の義務付

分解・輸送・組立にかかる手順迅速化のマニュアル検討

防災関係者・住民向けに円滑な情報発信
を行うための技術開発や体制整備

土砂災害
にかかる
専門知識
にかかる
職員の

資質向上
土砂災害にかかる職員の危機回避能力向上

資機材空輸に係る
自衛隊との連携強化

大規模な河道閉塞（天然ダム）の危機管理のあり方について（提言）


